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■輸出の低迷が景気を下押し 
台湾経済の低迷が続いている。2016年 1～3月

期の実質 GDPは、前年同期比（以下同じ）▲0.8％
と、前期（▲0.5％）を下回り、3四半期連続のマ
イナス成長となった（右上図）。 
需要項目別の寄与度をみると、民間消費が＋

0.9％ポイント、政府消費が＋0.8％ポイント、総
資本形成が▲0.5％ポイント、純輸出が▲2.1％ポ
イントであった。政府の消費刺激策や寒波の影響

による衣料品の需要増加などを受けて民間消費が

底堅く推移し、政府消費も増加した。一方、輸出

は 4四半期連続で減少したほか、それに伴う投資
意欲の減退や在庫調整から総資本形成も前年比減

少に転じ、景気を大幅に下押しした。 
輸出の低迷が長期化している背景には、電子部

品や通信機器をはじめとした主要輸出品目の回復

の遅れが指摘できる（右下図）。これらの品目では、

15年 4～6月期以降マイナスが続いている。輸出
額全体の約 3割を占める電子部品では、世界的に
スマートフォン需要が減退していることに加え、

新興国企業の競争力の向上や中国本土におけるサ

プライチェーン構築による自給率の向上を受けて、

従来台湾企業の有していた優位性が低下している

ことが指摘されている。輸出先として 4割のシェ
アを有する中国（香港を含む）からの輸出受注を

みると、15 年 10～12 月期には増加したものの、
足元では再度減少に転じている。中国経済の緩やかな減速が続いていることを踏まえると、輸出

の早期の持ち直しは期待できないだろう。 
こうしたなか、今後一段の政策金利引き下げが予想される。15年入り以降、3度にわたり政策

金利が引き下げられ、銀行の貸出金利は低下しつつあるものの、企業の設備投資は力強さを欠く

状況が続いている。景気回復の遅れが鮮明となるなか、中銀が景気下支えに動く公算は大きい。 
 
■5月 20日に新政権が発足 

16年 1月に実施された総統選で勝利した民進党の蔡英文主席が 5月 20日に総統に就任し、新
政権が発足する。立法院選挙でも民進党が過半数の議席を獲得しており、今後の政策運営は前回

政権時と比較して容易になることが見込まれる。もっとも、新政権には、足元の低迷する経済へ

の対応や中国への依存度が高い経済構造の改革など課題が山積みである。輸出競争力強化に向け

TPPへの参加を目標として掲げているものの、米国からの豚肉輸入解禁など交渉の難航が続いて
いる。こうした課題を着実に解消し、経済を回復軌道に乗せることが新政権に求められている。 
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成長率は 3四半期連続で 
前年比マイナス 
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（出所）行政院主計総処 （年/期）
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